
令和５年度当初予算　復活見積調書（部長）　 子ども未来部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

公設児童育成クラブ障
害加算について

児童育成クラブにおいて、障害のある児童に合わせた職員
配置を行うことで、安心して過ごすことのできる場を提供しま
す。

令和５年４月　指定管理にかかる年度協定締結
　　　　　　　　　指定管理料支払い（上期）
　　　　 １０月　指定管理料支払い（下期）

108,558 36,186 108,558 36,186 -36,186 -12,062 -12,062 0 0 -12,062 -36,186 -12,062 -12,062 0 0 -12,062

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

2
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

民設児童育成クラブ障
害加算について

児童育成クラブにおいて、障害のある児童に合わせた職員
配置を行うことで、安心して過ごすことのできる場を提供しま
す。

令和５年４月　補助金の交付申請手続き
　　　　　　　　　補助金支払い（上期）
　　　　 １０月　補助金支払い（下期）

36,186 12,062 36,186 12,062 16,887 5,629 5,629 0 0 5,629 16,887 5,629 5,629 0 0 5,629

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

3
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

のびっ子志津駐車場
賃借料

志津小学校の駐車場に仮設校舎の建設が予定されており、
建設工事の期間中は、駐車可能台数が減少します。
当該駐車場は、のびっ子志津を利用する児童の保護者の
多くが送迎時に利用していることから、駐車場を別途借り上
げ、当該建設工事期間中の駐車可能台数を確保します。ま
た、当該建設工事終了後の駐車可能台数が大幅に減少し
た場合には、継続して借用することで、のびっ子志津利用児
童の保護者の送迎時の駐車場を確保します。

令和5年3月～　　　　　　　 仮設校舎の図面等でのびっ子志津送迎用と
                                      して必要な駐車台数を精査（工事完了後分も
                                      含む。）
令和5年4月～　　　　　　　 学校敷地外の代替駐車場の借り上げ交渉
令和5年建設工事期間中　代替駐車場の借り上げ

300 300 0 0 300 0 0 0 0 300 300 0 0 0 0 300

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

4
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

児童育成クラブ新型コ
ロナウイルス感染症対
策事業（公設）

児童育成クラブにおいて、子どもを安心して保育することが
できる環境整備を図るため、感染拡大防止のための備品等
購入経費や施設の消毒等の経費、感染症予防の広報・啓
発に係る経費、職員が感染症対策の徹底を図りながら業務
を継続的に実施する経費等、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止対策に資する取組を支援します。

令和５年４月　指定管理にかかる年度協定締結
　　　　　　　　　所要見込額調査
令和６年３月　実績報告、精算

14,800 4,934 7,400 2,468 3,700 1,233 1,233 0 0 1,234 3,700 1,233 1,233 0 0 1,234

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

5
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

児童育成クラブ新型コ
ロナウイルス感染症対
策事業（民設）

児童育成クラブにおいて、子どもを安心して保育することが
できる環境整備を図るため、感染拡大防止のための備品等
購入経費や施設の消毒等の経費、感染症予防の広報・啓
発に係る経費、職員が感染症対策の徹底を図りながら業務
を継続的に実施する経費等、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止対策に資する取組を支援します。

令和５年４月　補助金要綱改正
　　　　　　　　　交付申請
令和６年３月　実績報告、精算

10,400 3,466 5,200 1,734 2,600 866 866 0 0 868 2,600 866 866 0 0 868

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

6
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

病児・病後児保育新型
コロナウイルス感染症
対策事業

病児保育室において、子どもを安心して保育することができ
る環境整備を図るため、感染拡大防止のための備品等購入
経費や施設の消毒等の経費、感染症予防の広報・啓発に
係る経費、職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継
続的に実施する経費等、新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策に資する取組を支援します。

令和５年４月　委託契約締結
　　　　　　　　　所要見込額調査
令和６年３月　実績報告、精算

600 200 300 100 140 46 46 0 0 48 140 46 46 0 0 48

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

7
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

児童育成クラブ送迎用
バス安全対策事業

国関係府省会議において、早期のこどもの安全対策促進に
向けた「こどもの安心・安全対策支援パッケージ」等を含む
緊急対策が決定されたことに伴い、児童育成クラブにおいて
送迎用バスへのこどもの置き去り事故の防止に役立つ安全
装置導入に係る費用を支援することで、こどもの安心・安全
対策を行います。

令和５年４月　補助金要綱制定
　　　　　　　　　交付申請
令和６年３月　実績報告、精算

0 0 0 0 300 300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

部長間調整により、
内示額の範囲内で
対応することとし、措
置しませんでした。

8
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業費

子育て支援会議運営
費（（仮称）草津市こど
も計画策定業務））

平成２７年度には、子ども・子育て支援法に基づき、５か年
の計画として「子ども・子育て支援事業計画」を策定し、令和
元年度に「第二期草津市子ども・子育て支援事業計画」（以
下「現子・子計画」という。）を策定しています。また、子ども・
若者育成支援法に基づき「草津市子ども・若者計画」（以下
「現子・若計画」という。）を策定しています。
　なお、当市では現子・子計画、現子・若計画は、別々の計
画として策定しています。令和７年度からの次期計画では、
こども基本法第１０条に基づき、一体的に策定を行うため、
策定業務を委託し、円滑に事務を進めます。

・子ども・子育て会議の開催　４回開催
（現計画の進捗管理、ニーズ調査について）

令和５年　４月～７月　　計画策定業務業者選定
　　　　　　 ７月～１１月　ニーズ調査の調査票作成
           　 １２月　　　　   ニーズ調査実施
令和６年　１月～３月     ニーズ調査結果まとめ

6,116 6,116 5,144 5,144 698 0 0 0 0 698 378 0 0 0 0 378

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

9
子ども・若
者政策課

児童健全育成事
業

結婚新生活支援事業

経済的理由で結婚に踏み出せない世帯を対象に、希望する
結婚が希望する年齢でかなえられるよう、結婚に伴う新生活
のスタートを経済的に支援することで、結婚から妊娠・出産、
子育て期まで切れ目なく支援を行い、少子化対策につなげ
ます。
また、県が令和４年度から運用するAIマッチングシステム、
令和５年度から配置予定の結婚支援コンシェルジュと連携
することで、事業効果の向上を図ります。
　なお、内閣府では、令和５年度から世帯所得の要件緩和
（４００万円未満→５００万円未満）を予定しています。（令和
４年度第２次予算で措置済み）

令和５年３月　国要綱交付予定
令和５年４月　市要綱制定
令和５年５月　事業開始

32,542 10,942 0 0 32,542 0 21,600 0 0 10,942 32,542 21,600 0 0 0 10,942

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

10
子ども家
庭・若者課

母子・父子福祉
対策費

子どもの居場所づくり
事業

子どもが抱える課題に対応するため、ひとり親家庭および生
活困窮世帯等の中学生を対象に、子どもの悩みに寄り添い
ながら、基本的な生活習慣の習得支援、学習支援、食事の
提供を行う、家庭や学校とは異なる「第３の居場所」を市内２
か所提供することで貧困の連鎖を防止するととともに、子ど
もの自己肯定感を高め、将来の自立に向けた社会性を育む
ことが目的です。（生活困窮者自立支援事業との共同事業）
令和５年度からは、さらに子どもの居場所を１か所増設し、
生まれ育った環境によって子どもの将来が閉ざされることの
ないよう貧困対策の充実を図ります。

令和５年４月～　委託事業者募集
　　　　　 ８月　　 居場所運営開始

1,905 405 0 0 1,905 1,500 0 0 0 405 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
当初

見積額
内示額

復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳



令和５年度当初予算　復活見積調書（部長）　 子ども未来部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

11
子ども家
庭・若者課

児童健全育成事
業費

子どもケアラーホーム
ヘルパー派遣事業

子どもケアラーの負担軽減に向けたサービス導入を検討す
る中で、既存制度では対応できない場合があるため、新た
に、子どもケアラーを対象としたヘルパー派遣事業を実施し
ます。

令和５年４月～　要綱制定、事業者契約
　　　　　 ７月　　 事業の実施

4,320 1,080 0 0 1,440 0 1,080 0 0 360 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

12
子ども家
庭・若者課

児童健全育成事
業費

子ども・若者の居場所
運営事業

中学校を卒業後、社会生活を送るうえで様々な悩みや生き
づらさを抱えている子どもや若者には、自宅と学校や職場以
外の「第３の居場所」が必要となってくるが、市内には高校
生以降の若者が行ける居場所が少ない状況です。このこと
から、不登校やひきこもり等の課題を抱える子どもや若者が
社会とのつながりを持つきっかけをつくったり、家庭や学校
や職場以外の居場所を提供し、当事者の個性や能力に柔
軟に合わせた社会参加や自立に向けたステップを歩めるよ
う支援することを目的に、市がモデル的に居場所を整備しま
す。
子ども・若者総合相談窓口から居場所へつなぎ、相互に連
携しながら、若者の社会参加やひきこもりの解消につなげま
す。

令和５年４月～　委託事業者募集
　　　　　 ８月　　 居場所運営開始

4,284 2,143 0 0 4,267 2,133 0 0 0 2,134 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

13
子ども家
庭・若者課

児童健全育成事
業費

子ども・若者担い手育
成支援事業

子ども・若者総合相談窓口を開設しましたが、草津市では出
口支援が不足している現状にあります。そのため、子ども・
若者の育成支援に多方面から関わっておられ、各地でアド
バイザーをされている子ども・若者の専門家の助言、指導を
受け、子ども・若者の育成支援に関わる担い手を増やし、市
と民間が連携・協働した支援活動を促進していきます。

～令和６年１月　担い手等を集めた懇話会、講演会の実施
令和６年２月　　 最終報告

300 300 0 0 300 0 0 0 0 300 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

14
子育て相談
センター

出産・子育て応
援事業費

出産・子育て応援事業
費

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、
様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支
援を充実し、経済的支援を一体的に実施します。

1月上旬：会計年度職員雇用
1月中旬：事業実施要綱策定
1月下旬：システム改修発注
2月1日：事業開始
3月：システム完成、データ移行

0 0 0 0 64,958 43,305 10,826 0 0 10,827 129,600 85,573 22,012 0 0 22,015

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

15
子育て相談
センター

母子保健衛生費
総合相談事業費（子育
て世帯に対するごみ
袋の追加配布事業）

 ごみ減量の観点から令和5年10月よりごみ袋が有料化され
る中、乳幼児における紙おむつに係るごみは減量が困難で
あり、子育て支援の観点より2歳未満の子どもがいる世帯に
対してごみ袋を追加配布し、子育て世帯の経済的負担を軽
減します。

〇スケジュール
令和5年4月～9月
・追加配布用ごみ袋準備
・ごみ袋追加配布に向けての周知等
令和5年10月
・ごみ袋の追加配布開始
〇配布方法
　出生届の手続き後、子育て相談センターですこやか手帳交付時に同時
に配布
※2歳未満の子どもがいる1世帯に対して100枚を配布（1歳以上2歳未満
の子どもがいる転入1世帯に対しては50枚を配布）

0 0 0 0 684 0 0 0 0 684 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

16
子育て相談
センター

母子保健衛生費 産婦健康診査事業

産後うつ予防や新生児への虐待予防を図るため、産後間も
ない時期の産婦に対する健康診査費用を助成することによ
り、経済的支援や医療機関との連携の強化を含めた産後初
期の支援を充実します。

対象：産後2週間、1か月など出産後間もない時期の産婦で令和5年4月1
日以降に産婦健診を受診した人。
対象者1人につき2回以内（1回5千円を上限）
令和5年1月受診券準備
令和5年3月　県内集合契約締結、周知、受診券の郵送
令和5年4月　産婦健診の一部助成を開始。

8,536 4,440 0 0 8,536 4,096 0 0 0 4,440 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

17
子育て相談
センター

母子保健衛生費
低所得妊婦に対する
初回産科受診料補助

低所得の妊婦が経済的負担を理由に受診を控えることがな
いように、初回の産科受診料を補助し、当該妊婦の状況を
継続的に把握し、切れ目のない支援につなげます。

対象者：住民税非課税世帯または、同等の所得水準である妊婦。
上限額：1件あたり上限1万円
令和5年2月　関係機関との調整
令和5年3月　要綱作成
令和5年4月　低所得妊婦に対する初回産科受診料補助開始

100 50 0 0 50 25 0 0 0 25 50 25 0 0 0 25

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

18 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

人材派遣委託料

人材派遣の執行については、欠員の補充ができない、ま
た、採用試験を行ういとまがない場合に限り活用を行ってい
ます。人材確保については、多様な任用形態を設定するな
ど取組みを進めていますが、十分な雇用に繋がっていない
現状があります。引き続き、人材確保に向けた検討を進め
ていきますが、人材派遣の活用を並行して行うことで、待機
児童の解消に努めるとともに、安全・安心な園運営につなげ
ていくことができます。

▼会計年度任用職員　保育士・調理師・看護師
　R4求人　→　R5.4任用

▼会計年度任用職員として任用できない場合
→人材派遣で対応を行う。
　R5.3　現契約の期間変更（R4.4.1～R5.3.31　→　R5.5.31）
　R5.4.1～　個別契約

31,003 31,003 26,625 26,625 12,785 0 0 0 0 12,785 38,983 0 0 0 0 38,983

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

19 幼児課 幼稚園運営費 人材派遣委託料

人材派遣の執行については、欠員の補充ができない、ま
た、採用試験を行ういとまがない場合に限り活用を行ってい
ます。人材確保については、多様な任用形態を設定するな
ど取組みを進めていますが、十分な雇用に繋がっていない
現状があります。引き続き、人材確保に向けた検討を進め
ていきますが、人材派遣の活用を並行して行うことで、待機
児童の解消に努めるとともに、安全・安心な園運営につなげ
ていくことができます。

▼会計年度任用職員　保育士・調理師・看護師
　R4求人　→　R5.4任用

▼会計年度任用職員として任用できない場合
→人材派遣で対応を行う。
　R5.3　現契約の期間変更（R4.4.1～R5.3.31　→　R5.5.31）
　R5.4.1～　個別契約

11,998 11,998 7,007 7,007 4,992 0 0 0 0 4,992 4,991 0 0 0 0 4,991

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

20 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

新型コロナウイルス感
染症対策

新型コロナウイルス感染症対策のために必要なとなる保健
衛生用品の購入を行うことにより、子どもを安心して育てる
ことができる環境を整え安定した事業の継続を図ります。

R5.8　　子ども・子育て支援交付金交付申請
R5.8  　保育対策総合支援事業費補助金申請
R5.10　交付決定
R5.10　新型コロナウイルス感染症対策に係る必要物品の照会
R5.11　必要物品の取りまとめ、購入

3,100 1,450 1,550 725 1,550 725 100 0 0 725 1,550 725 100 0 0 725

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。



令和５年度当初予算　復活見積調書（部長）　 子ども未来部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

21 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

新型コロナウイルス感
染症対策

新型コロナウイルス感染症対策のために必要なとなる保健
衛生用品の購入を行うことにより、子どもを安心して育てる
ことができる環境を整え安定した事業の継続を図ります。

R5.5　　教育支援体制整備事業費交付申請
R5.8　　交付決定
R5.10　新型コロナウイルス感染症対策に係る必要物品の照会
R5.11　必要物品の取りまとめ、購入

4,000 2,000 2,000 1,000 2,000 0 1,000 0 0 1,000 2,000 0 1,000 0 0 1,000

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

22 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

新型コロナウイルス感
染症対策

新型コロナウイルス感染症対策のために必要となる保健衛
生用品の購入を行うことにより、子どもを安心して育てること
ができる環境を整え、安定した事業の継続を図ります。

R5.8　　子ども・子育て支援交付金交付申請
R5.10　交付決定
R5.10　新型コロナウイルス感染症対策に係る必要物品の照会
R5.11　必要物品の取りまとめ、購入

2,400 800 1,200 400 1,200 400 400 0 0 400 1,200 400 400 0 0 400

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

23 幼児施設課 保育振興事業費
看護師配置費（体調不
良児対応型）

保育所等において児童が保育中に発熱するなど「体調不
良」となった場合に緊急的な対応を行うとともに、通所する児
童に対し保健的な対応を行うための看護師の配置に要する
費用に対し補助を行い、施設における安心かつ安全な保育
体制の確保を支援します。

令和５年　４月　各施設に制度説明
令和５年　８月　市交付要綱改正
令和５年１２月　交付決定
令和６年　３月　変更交付決定
令和６年　４月以降　実績報告

121,284 40,428 0 0 121,284 40,428 40,428 0 0 40,428 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

24 幼児施設課
幼稚園教育振興
費

看護師配置費（体調不
良児対応型）

保育所等において児童が保育中に発熱するなど「体調不
良」となった場合に緊急的な対応を行うとともに、通所する児
童に対し保健的な対応を行うための看護師の配置に要する
費用に対し補助を行い、施設における安心かつ安全な保育
体制の確保を支援します。

令和５年　４月　各施設に制度説明
令和５年　８月　市交付要綱改正
令和５年１２月　交付決定
令和６年　３月　変更交付決定
令和６年　４月以降　実績報告

4,492 1,498 0 0 4,492 1,497 1,497 0 0 1,498 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

25 幼児施設課 保育振興事業費
保育環境改善等事業
補助金

　保育所等において職員が感染症対策の徹底を図りながら
事業を継続的に実施していくために必要な経費（かかり増し
経費）のほか、感染防止を図るために必要な衛生用品の購
入等の経費について補助を行います。

令和５年９月　市交付要綱制定
令和６年１月　交付決定
令和６年３月　実績報告

21,300 10,650 10,650 5,325 10,650 5,325 0 0 0 5,325 10,650 5,325 0 0 0 5,325

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

26 幼児施設課 保育振興事業費
特例措置分（延長保育
事業・一時預かり事
業）

保育所等が実施する延長保育事業および一時預かり事業
において、感染症に対する強い体制を整え、感染症対策を
徹底しつつ、事業を継続的に提供していくため、職員が感染
症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくた
めに必要な経費のほか、保育所等の感染防止用の備品購
入に必要な経費に対して補助を行います。

令和５年１２月　交付決定
令和６年　３月　変更交付決定
令和６年　４月以降　実績報告

13,650 4,550 6,825 2,275 3,413 1,137 1,137 0 0 1,139 3,412 1,137 1,137 0 0 1,138

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

27 幼児施設課
幼稚園教育振興
費

特例措置分（延長保育
事業）

保育所等が実施する延長保育事業および一時預かり事業
において、感染症に対する強い体制を整え、感染症対策を
徹底しつつ、事業を継続的に提供していくため、職員が感染
症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくた
めに必要な経費のほか、保育所等の感染防止用の備品購
入に必要な経費に対して補助を行います。

令和５年１２月　交付決定
令和６年　３月　変更交付決定
令和６年　４月以降　実績報告

200 68 100 34 50 17 17 0 0 16 50 17 17 0 0 16

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

28 幼児施設課 保育振興事業費
感染症対策改修整備
事業

ウィズコロナ時代に対応するため、保育所等に対して衛生
用品等への経費支援に併せて、感染対策のための改修費
への支援を行うことで、安定的な保育運営が可能となりま
す。

令和５年　４月　各施設に制度説明
令和５年　７月　市交付要綱制定
令和５年１２月　交付決定
令和６年　３月　実績報告

28,017 9,340 0 0 25,545 0 17,027 0 0 8,518 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

29 幼児施設課
保育所・認定こ
ども園運営費

感染症対策改修整備
事業

ウィズコロナ時代に対応するため、感染対策のための改修
を行うことで、安定的な保育運営が可能となります。
低年齢児については、物を口に入れたり、「ほふく」や「はい
はい」をするなど歩行が不安定であり、床に直接触れる機会
が多いため、こまめな消毒が必須である。乳幼児間の感染
予防、保育士や保護者への感染防止のため、０、１、２歳児
の保育室の床の抗菌化を行います。

令和５年　７月　国県交付要綱制定
令和５年　８月　県交付申請
令和５年１２月　県交付決定
令和６年　１月　入札
令和６月　２月　施工

0 0 0 0 4,689 0 3,126 0 0 1,563 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

部合計 470,391 196,409 218,745 101,085 295,771 96,600 93,950 0 0 105,221 212,847 110,514 20,378 0 0 81,955


